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１. 申請手続 

  主催者は，当該事業が実施される期日（ポスターその他の印刷物等に「国民文

 化祭協賛事業」の名義を印刷する場合には，その印刷日）の遅くとも１か月前ま

 でに，関係都道府県教育委員会（国民文化祭開催都道府県にあっては，知事部局

 を含む。）を通じて文化庁長官あての申請書（別紙様式）を提出するものとする。

  この申請書には，次の書類を添付しなければならない。 

   (1) 事業の概要（例えば，事業の目的，日時，内容，使用施設，事故防止対策，

   公衆衛生対策，入場料，後援等の団体名等）を明らかにする書類。 

   (2) 事業の収支予算書。 

   (3) 主催者が民間団体である場合は，定款，寄附行為，会則，役員名簿，活動

   状況等その団体の性格及び内容を明らかにする書類。  

 

２. 承認手続 

    (1) 承認の手続は，文化庁長官が当該事業について，「国民文化祭協賛事業の

   名義の使用承認基準」（昭和６１年６月１７日国民文化祭実行委員会決定）

   に基づいて審査をし，決定するものとする。 

    (2) 国民文化祭協賛事業の名義使用を承認した場合は，速やかに関係都道府県

   教育委員会（国民文化祭開催都道府県にあっては，知事部局を含む。）を通

   じて主催者に対し，承認した旨を文書で通知するものとする。 

 

３. 監督指導 

  承認後においては，関係都道府県教育委員会（国民文化祭開催都道府県にあっ

 ては，知事部局を含む。）は次により，主催者を監督指導するものとする。 

    (1) 事業の主催者又は関係者が，この基準の趣旨に反する行為を行わないよう

   常に注意すること。 

    (2) 主催者又は関係者が，この基準の趣旨に反する行為を行っている疑いがあ

   る場合は，必要な調査を行い，その事実が判明した場合には，主催者に対し，

   その是正を勧告すること。 

 

 

 



４. 承認の取消 

  主催者が３の(2)の勧告に従わない場合は，文化庁長官は，速やかに承認を取 

 消し，その旨を直ちに関係都道府県教育委員会（国民文化祭開催都道府県にあっ

 ては，知事部局を含む。）を通じて主催者に対し，通知するとともに必要な措置

 を講じさせるものとする。 

 

５. 主催者は，事業の終了後，速やかに関係都道府県教育委員会（国民文化祭開催

 都道府県にあっては，知事部局を含む。）を通じて，事業の実施内容，収支決算，

 その他必要な事項を記載した結果報告書を文化庁長官に提出しなければならない。 

 

６. 前各号に定めるもののほか，国民文化祭協賛事業の名義の使用に関し必要な事

 項は，別に定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


